
R2年国調
  人  口 27年国調 Ⅱ－３

増減 △2,854人 △4.2%
R5.1.1 2.6% 2.6%
R4.1.1 12.7% 12.9% Ⅰ－２
増減 △788人 △1.2% 84.1% 80.3%

決算額 構成比 増減率 経常一般財源等 構成比 新産 × 収

10,718,895 34.3 4.0 9,624,414 57.4 工特 ×

169,209 0.5 1.3 169,209 1.0 低開発 × 支

3,721 0.0 △ 30.1 3,721 0.0 産炭 ×

41,479 0.1 △ 8.1 41,479 0.2 山振 × 状

42,103 0.1 △ 34.5 42,103 0.3 離島 ×

1,654,740 5.3 2.5 1,654,740 9.9 過疎 × 況

81,022 0.3 9.5 81,022 0.5 半島 ×

- - - - - 首都 ×

21,218 0.1 23.2 21,218 0.1 近畿 ×

122,005 0.4 52.5 122,005 0.7 中部 ○

37,294 0.1 △ 90.9 37,294 0.2 市町村圏 ○ 一

5,149,647 16.5 8.3 4,836,371 28.8 特定農山村 × 般

4,836,371 15.5 8.7 4,836,371 28.8 財政再建 × 職

313,276 1.0 2.0 0 0.0 指数表選定 ○ 員

18,041,333 57.7 2.9 16,633,576 99.2 財源超過 × 等

10,129 0.0 △ 13.3 10,129 0.1

143,880 0.5 △ 37.6 0 0.0 定

426,570 1.4 7.9 66,005 0.4 数

281,869 0.9 2.7 0 0.0 現年課税分 × × 1

6,102,102 19.5 △ 10.0 - - 98.7% × × 2

1,779,423 5.7 0.8 - - 98.2% × ○

37,477 0.1 12.1 29,070 0.2 98.5% ○ × 1

449,664 1.4 22.9 - - × × 1

744,453 2.4 △ 14.6 - - × ○ 1

1,357,324 4.3 56.5 - - × × 18

727,163 2.3 23.9 26,391 0.2

1,142,493 3.7 △ 56.0 - -

31,243,880 100.0 △ 3.3 16,765,171 100.0

経常収支

比　　　率

4,964,222 16.5 1.7 4,565,241

3,220,151 10.7 △ 2.8 2,935,002

6,646,466 22.1 △ 9.0 1,777,226

2,436,606 8.1 2.0 2,397,865

2,436,602 8.1 2.0 2,397,861

4 0.0 △ 55.6 4

14,047,294 46.6 △ 3.6 8,740,332

5,018,193 16.7 10.6 3,856,365

370,344 1.2 8.9 229,571

3,809,827 12.6 △ 4.3 3,156,724

948,274 3.1 2.0 948,211

3,279,646 10.9 3.3 2,633,485

1,660,361 5.5 △ 8.9 1,210,168

投資及び出資金・貸付金 292,774 1.0 1.4 283,707

前年度繰上充用金 0 0.0 - -

1,655,967 5.5 △ 26.0 398,990

102,361 0.3 △ 12.7 88,294

1,652,887 5.5 △ 26.0 398,990

405,696 1.3 16.9 29,777

1,187,069 3.9 △ 33.7 349,551

60,122 0.2 △ 36.8 19,662

3,080 0.0 △ 45.6 0
0 0.0 - -

30,134,406 100.0 △ 2.7 20,509,342

令　和　４　年　度
65,491人

産　業　構　造　・　就　業　人　口 人口集中地区人口

22 2089
68,345人 都道府県名 団体名 市町村類型

区分       令和２年    国調 平成２７年    国調 R2年国調 25,831人

決 　  算  　状　  況 住民基本
台帳人口

66,286人 第１次 712人 789人 27年国調 28,602人 シズオカケン イトウシ

67,074人 第２次 3,537人  3,966人 面　　積 124.02㎢
静岡県 伊東市

地方交付税種地
第３次 23,382人 24,762人 人口密度(R2） 528人

　　　　　　歳　入　の　状　況　　　　　　　　（単位：千円・％） 市　　税 　の　状　況　　　　　　（単位：千円・％）
　指定団体等の 　　　　区　　　　　　分 R4年度（千円） R3年度（千円）
　指定状況 歳入総額 31,243,880 32,316,532

区　　　　　　分 区　　　　分 徴収済額 構成比 増減率 超過課税分 歳出総額 30,134,406 30,959,208

地 方 税

市民税

個人均等割 147,788 1.4 △ 1.0 0 歳入歳出差引 1,109,474 1,357,324

地 方 譲 与 税 所得割 2,760,660 25.8 0.6 0 翌年度に繰越すべき財源 244,291 456,341

利 子 割 交 付 金 法人均等割 272,386 2.5 4.3 0 実質収支 865,183 900,983

配 当 割 交 付 金 法人税割 156,741 1.5 10.4 0 単年度収支 △ 35,800 228,613

株式等譲渡所得割交付金 固定資産税 5,175,757 48.3 4.2 0 なし 積立金 460,029 380,351

地 方 消 費 税 交 付 金 うち純固定資産税 5,154,199 48.1 4.3 0 臨時財政対策債
発行額

繰上償還金 0 0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 軽自動車税 220,616 2.1 5.7 0 積立金取崩し額 0 0

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 市たばこ税 591,795 5.5 8.0 0 392,593 実質単年度収支 424,229 608,964

自動車税環境性能割交付金 特別土地保有税 - - - -
　　　 　区　　　分

職員数 給料月額　（百円） １人当たり平均給料

法 人 事 業 税 交 付 金 （法定普通税計） 9,325,743 87.0 3.4 0 （人）  月額 （百円）

地 方 特 例 交 付 金 法定外普通税 - - - - 一般職員 487 1,583,724 3,252

地 方 交 付 税 旧法による税 - - - - 　 うち技能労務員 69 255,990 3,710

内
訳

　普　　通 目的税 1,393,152 13.0 8.2 0 教育公務員 47 140,953 2,999

　特　　別

内
訳

入湯税 298,671 2.8 36.9 0 消防職員 0 0 0

　（　一　般　財　源　計　） 都市計画税 1,094,481 10.2 2.4 0 臨時職員 0 0 0

交通安全対策特別交付金 　 　　　合　　　計 534 1,724,677 3,230

分 担 金 ・ 負 担 金 　
一部事務組合加入の状況 特別職等

給料（報酬）月額 １人当たり平均給料

使 用 料 　  　合　　　　計 10,718,895 100.0 4.0 0 適用開始年月日 （報酬）月額　（百円）

手 数 料 適
用
税
率
の
状
況

市
民
税

個
人
分

均等割 3,500円 徴
収
率

区 分 滞納繰越分 合 計 議員公務災害 し尿処理 市　 長 平成28年10月1日 8,350

国 庫 支 出 金 市 民 税 32.6% 95.5% 退職手当 火葬場 副市長 平成28年10月1日 7,270

県 支 出 金

所得割
標準税率に
対する比率
1.0

純固定資産税 25.8% 93.8% 事務機共同 常備消防

財 産 収 入 税 合 計 28.2% 94.9% 市税滞納整理 6,680

寄 附 金 老人福祉 中学校 議会議長 平成28年10月1日 4,230
後期高齢者医療 議会副議長 平成28年10月1日

小学校 教育長 平成28年10月1日

3,900

繰 越 金 じんかい処理 その他 議会議員 平成28年10月1日 3,610
繰 入 金

      固定資産税　　　1.4/100
伝染病

諸 収 入 　　　　　　目　的　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　　　　（単位：千円・％） 　　　　　区　　　　　　　分 指数等（単位：千円）

地 方 債 　 　区　　　　　　分 　　　　決算額　　Ａ 構成比 増減率 Ａのうち普通建設事業費 Ａの充当一般財源等

R4年度

基準財政収入額 8,809,124

　 　歳　　入　　合　　計  　議　　会　　費 198,877 0.7 △ 0.3 0 198,877 基準財政需要額 13,645,495

　　　　　　性　質　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　（単位：千円・％）
 　総　　務　　費 4,134,069 13.7 △ 5.8 54,993 3,272,242 標準税収入額 11,192,231

 　民　　生　　費 12,320,422 40.9 △ 3.5 117,319 6,147,707 標準財政規模 16,421,195

　　　区　　　　　　　分 決算額 構成比 増減率 充当一般財源等
経常経費充当  　衛　　生　　費 2,891,401 9.6 △ 3.6 146,786 2,027,848 財政力指数（R2～R4平均） 0.674

一般財源等  　労　　働　　費 103,085 0.3 △ 2.7 0 102,735 実質収支比率 5.3%

人　　件　　費 4,215,703 24.6 　 農林水産業費 202,877 0.7 16.4 85,513 150,057 経常一般財源等比率 102.1%

うち職員給 - -  　商　　工　　費 1,392,695 4.6 23.7 53,212 1,117,574 公債費負担比率 11.1%

扶　　助　　費 1,647,039 9.6  　土　　木　　費 2,508,990 8.3 △ 5.9 877,803 1,679,714 公債費比率 7.3%

公　　債　　費 2,397,865 14.0  　消　　防　　費 1,178,428 3.9 3.5 26,505 1,123,085 起債制限比率（R2～R4平均） 6.8%

内
訳

元利償還金 2,397,861 13.5  　教　　育　　費 2,763,876 9.2 △ 7.9 290,756 2,291,638 実質公債費比率（R2～R4平均） 5.6%

一時借入金利子 4 0.0  　災 害 復 旧 費 3,080 0.0 △ 45.6 - 0 実質赤字比率 -

   （ 義 務 的 経 費 計 ） 8,260,607 48.1  　公　　債　　費 2,436,606 8.1 2.0 - 2,397,865 連結実質赤字比率 -

物　　件　　費 2,548,620 14.9  　諸 支 出 金 0 0.0 - - - 将来負担比率 1.6%

維　持　補　修　費 64,614 0.4  　前年度繰上充用金 0 0.0 - - - 地方債現在高比率 143.4%

補　助　費　等 1,826,373 10.6 　歳　　出　　合　　計 30,134,406 100.0 △ 2.7 1,652,887 20,509,342
積立金
現在高

財政調整基金

減債基金

3,411,387

うち一部事務組合負担金 939,560 5.5
公
営
事
業
等
へ
の
繰
出
等

事　業　名 繰　出　金 国
保
会
計
の
状
況

実質収支 130,936千円 997,555

繰　　出　　金 2,541,327 14.8 水道事業 8,900 再差引収支 50,325千円 特定目的基金 2,439,240

18,275人 　 うち財政融資資金・旧郵政公社資金現在高

積　　立　　金 - - 病院事業 388,000 加入世帯数

131千円 債 務 負 担 行 為 額

12,545世帯 地　方　債　現　在　高 23,553,936

0 0.0 下水道事業 1,167,000 被保険者数

15,241,541千円 土地開発基金 1 調定額（被保険者1人当たり） 107千円

9,838,297
経常経費充当一般財源等計 国民健康保険 700,000 保険税収入額（1世帯当たり）

翌
年
度
以
降

支
出
予
定
額

物件等購入 0

うち人件費 後期高齢者医療 1,186,643 被保険者１人当たり保険給付費 318千円

投資的経費

　保　　証 公社等 0

内
訳

普 通 建 設 事 業 費 介護保険 1,371,164 　補　　償 その他 0

うち

　補　助 対策債を経常から除いた場合）  介護老人保健施設 21,838 その他 3,140,380

　単　独 90.9% 収入印紙等購入基金 0 実質的なもの 0

土 地 開 発 基 金 現 在 高 323,258

　県　営 歳入一般財源等 合　　　　計 4,843,546 収 益 事 業 収 入 400,000

災 害 復 旧 事 業 費 21,618,816千円

　　 歳　　出　　合　　計 R4年4月1日現在 100.6

減収補塡債
発行額
（特例分）

（減収補塡債（特例分）及び臨時財政

経常収支比率 88.8%

失 業 対 策 事 業 費 ラスパイレス指数


